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公 示 第 １ 号 

令和８年２月１３日 

 

公   示 

 

                分任契約担当官 

                自衛隊福岡病院  

                          会計課長 小野 浩太郎 

 

令和８年度医療器材の年間保守契約希望募集要領 

 

令和８年度における医療器材の年間保守契約を希望する者は、下記に基づき応募して 

ください。 

 

１ 件 名 

  超電導磁石式全身用ＭＲ装置保守点検ほか５件 別紙のとおり。 

 

２ 参加するものに必要な資格 

(1) 予算決算及び会計令第７０条の規定に該当しない者であること。なお未成年者、被補佐 

人、又は、被補佐助人であって、契約締結のために必要な同意を得ている者は、同条中、 

特別な理由がある場合に該当する。 

(2) 予算決算及び会計令第７１条の規定に該当しない者であること。 

(3) 令和０７・０８・０９年度防衛省競争参加資格（全省庁統一資格）において、「役務の提供

等」で九州・沖縄地域の資格のＡ、Ｂ、Ｃ、Ｄ等級に格付けされている者であること。 

(4) 防衛省大臣官房衛生監、防衛政策局長、防衛装備庁長官又は陸上幕僚長から「装備品等 

及び役務の調達係る指名停止等の要領」に基づく指名停止の措置を受けている期間中の者 

でないこと。 

(5)  前号により現に指名停止を受けている者と資本関係又は人的関係のある者であって、当 

該者と同種の物品の売買又は製造若しくは役務請負について防衛省と契約を行おうとする 

者でないこと。 

(5) 原則、現に指名停止を受けている者の下請けについては認めない。ただし、真にやむを 

得ない事由を該当する省指名停止権者が認めた場合には、この限りではない。 

(6) 第５号における「資本関係又は人的関係にある」場合とは、次に定める基準のいずれか 

に該当する場合をいう。 

ア 資本関係がある場合 

次の(ア)又は(イ)に該当する二者の場合。ただし、(ア)については子会社（会社法（平成

１７年法律第８６号）第２条第３号及び会社法施工規則（平成１８年法務省令第１２号）第

３条の規定による子会社をいう。以下同じ）又は、(イ)について子会社の一方が会社更生法

（昭和２７年法律１７２号）第２条第７項に規定する更生会社（以下「更生会社」という。）

又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２条第４号に規定する再生手続（以下「再

生手続き」という。）が存続中の会社である場合を除く。 



２ 

 

(ｱ) 親会社（会社法第２条第４号及び会社法施行規則第３条の規定による親会社をいう。以 

下に同じと子会社の関係にある場合 

(ｲ) 親会社を同じくする子会社同士の関係にある場合 

イ 人的関係がある場合 

次の(ア)又は(イ)に該当する二者の場合。ただし、（ア）については、更生会社又は再生 

手続存続中の会社である場合を除く。 

(ｱ) 一方の会社の役員（常勤又は非常勤の取締役、会計参与、監査役、理事、監事その他こ 

れらに準ずる者をいい、社外役員を除く。以下の号において同じ。）が、他方の会社の役員 

を現に兼ねている場合 

(ｲ) 一方の会社の役員が、他方の会社更生法第６７第１項又は民事再生法第６４条第２項の 

規定により選任された管財人を現に兼ねている場合 

ウ ア及びイに掲げる場合のほか、資本構成又は人的構成において関連性のある一方の会社に 

よる落札が他方の会社に係る指名停止等の措置の効果を事実上減殺するなどア又はイに掲げ 

る場合と同視し得る資本関係又は人的関係があると認められる場合 

(7) 自衛隊福岡病院が定める「入札及び契約心得」及び「標準契約書等」を承諾の上、契約を締 

結することが可能な者であること。 

(8) 本業務を効率かつ効果的に実施できる経験及び技術を有していること。 

(9) 業務の遂行に必要な次の要件に合致する技術者を所有数従事させる体制を有すること。 

ア 一般管理費 安全、工程管理、品質保証、保全に関する能力 

イ データ管理 各種点検記録簿等の記録（各種データ収集、記録及び管理、各種報告書作 

成）、官が要求する各種報告書作成に関する能力 

ウ 官に対する技術支援の能力 

エ 法令の認可 医療機器修理業 

(10) 都道府県警察から排除要請を受けた暴力団関係業者でないこと。 

 

３ 公募参加申込みに関する手続き等 

(1) 申込み先及び参加表明書提出先 

〒８１６－０８２６ 福岡県春日市小倉東１－６１ 自衛隊福岡病院 契約班 

電話 ０９２－５８１－０４３１（内線３１７） 担当：川内 

(2) 申込受付期間 

令和８年２月１３日（金）～令和８年３月１１日（水）１７時００分まで。（土曜日、日曜日 

及び祝日を除く） 

(3) 提出書類 

ア ２（３）の通知書 

  イ 参加表明書 １部 

  ウ 公募しようとする器材の保守整備について十分な知識、経験及び技術を有する者であるこ 

とを証明する書類 

(ｱ) 医療機器修理業許可証 

(ｲ) 業務案内書 

(ｳ) 標準作業書 

(ｴ) 法的資格保有者名簿（資格取得後の経験年数を含む） 



３ 

 

エ 代理店が参加申込をする場合は、正規の代理店であることの証明書類 

※ なお、提出書類に含まれる個人情報については、他の目的に使用しない。 

 

４ 提出資料の審査 

 (1) 提出資料の提出者は、担当者から提出書類について説明を求められた場合には、協力しなけ

ればならない 

(2) 提出資料の提出者は、担当者から調査のための協力依頼があった場合には、事業所等への立 

ち入りを含め業態調査に協力しなければならない。 

 

５ 審査結果の通知 

  資格審査資料及び技術資料を提出した者のうち、履行能力があり、競争に参加させることが適 

当と認められた者に対いては審査合格の通知を行う。その他の者に対しては審査不合格の通知を 

行う。 

 

６ 審義申立 

 (1) 審査結果に疑義のある者、当該疑義の内容について契約担当官に審査不合格の通知を受理し

た日の翌日から起算して５日以内に書面をもって申し立てることができる。 

 ア 窓口 自衛隊福岡病院契約班 

  イ 時間 直接持参する場合は土曜、休日、祝日を除く毎日、８時１５分から１７時００分 

まで。 

(2) 契約担当官等は、疑義について説明を求められたときは、疑義の申し立ての書面を受理した 

日の翌日から起算して５日（休日等を除く。）以内に説明を求めた者に対して書面により回答

る。 

 (3) 疑義の再申し立てについては、書面による回答を受理してから３日（休日等を除く。）以内に 

書面をもって申し立てることができ、契約担当官等は疑義の再申し立ての書面を受理した日の

翌日から起算して３日（休日等を除く。）以内に説明を求めた者に対して書面により回答する。 

 

７ 応募に当たっての留意事項 

  応募者は応募に当たり次の（１）から（８）について同意した上で応募するものとする。 

 (1) 提出資料に虚偽の記載をした者は、契約の相手方としない。 

 (2) 正当な理由がなく資料を提出しなかった者、業態調査に協力しなかった又は妨害した者の応 

募は無効とする。 

 (3) 審査後、資料に虚偽の記載が判明した場合、他の調達要求に係る公募又は入札等を停止する

ことができる。 

 (4) 資料等の作成は、提出並びに業態調査への協力に要する費用は、応募者の負担とする。 

 (5) 提出資料は、原則として返却しないものとする。 

(6) 提出資料の内容に変更が生じた場合は、速やかに変更の届出をしなければならない。 

 (7) 暴力団関係業者と判明した場合、公募又は入札等を停止することができる。 

 (8) 公募の対象とする調達品目については、公示時点で調達を予定しているものであり、今後必 

ず調達があることを保証するものではない。 

 



４」 

別 紙 

令和８年度保守契約予定品目 

番号 品    名 型   式 メーカー 

１ 
超電導磁石式全身用ＭＲ装置 

保守点検 

ＭＡＧＮＥＴＯＭ 

Ｓｏｌａ 

シーメンスヘルスケ

ア 

２ 
全身用､Ｘ線ＣＴ診断装置､６４列 

保守点検 

Ｏｐｔｉｍａ ＣＴ６６０ 

Ｐｒｏ 
ＧＥﾍﾙｽｹｱ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ 

３ 
据置型デジタル式汎用Ｘ線診断装置 

保守点検 

ＲＡＤｓｐｅｅｄ Ｐｒｏ ＤＲ 島津メディカル 

ＣＸＤＩ－Ｓｙｓｔｅｍ キヤノンメディカル 

４ Ｘ線画像撮影装置周辺機器保守点検 立位撮影台，ＤＲ式ほか 
コニカミノルタジャ

パン  

５ 
自動分析装置､生化学､免疫化学用 

保守点検 

ＴＡＢ―ｎｘ３６０／ＪＡ キヤノンメディカル 

Alinity ｉ システム アボットジャパン 

６ 過酸化水素ガス殺菌器保守点検 Ｖ－ＰＲＯ ＭＡＸ サクラ精機 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


